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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成21年６月26日に提出した第89期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）有価証券報告書の記載事項の一

部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

(1）当連結会計年度の前４連結会計年度及び当連結会計年度に係る次に掲げる主要な経営指標等の推移

(2）当行の当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に係る主要な経営指標等の推移

第５　経理の状況

１　連結財務諸表等

(1）連結財務諸表

　注記事項

　（１株当たり情報）

２　財務諸表等

(1）財務諸表

　注記事項　

　（１株当たり情報）

 

３【訂正箇所】
　　訂正箇所は＿線で示しております。

　

　　第一部【企業情報】

　　　第１　【企業の概況】

　　　　１【主要な経営指標等の推移】

　　(1) 当連結会計年度の前４連結会計年度及び当連結会計年度に係る次に掲げる主要な経営指標等の推移

　（訂正前）　

　 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
（自 平成16年

４月１日
　至 平成17年
３月31日)

（自 平成17年
４月１日

　至 平成18年
３月31日)

（自 平成18年
４月１日

　至 平成19年
３月31日)

（自 平成19年
４月１日

　至 平成20年
  ３月31日)

（自 平成20年
４月１日

至 平成21年
３月31日)

　＜略＞　

１株当たり当期純利益金額 円 24.14 32.27 62.20 41.34 24.09

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額
円 12.47 20.73 43.03 32.24 19.05

　＜略＞

　（注）１．当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．連結純資産額及び連結総資産額の算定にあたり、平成18年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。

３．「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」（以下、「１株当たり

情報」という。）の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。１株当たり純資産額は、企業会計基準適用

指針第４号が改正されたことに伴い、平成18年度から繰延ヘッジ損益を含めて算出しております。

　　また、これら１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５　経理の状況」中、１「(１)連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載してお

ります。

４．自己資本比率は、期末純資産の部合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。

５．連結自己資本比率は、平成18年度末から、銀行法第14条の２の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算

出しております。当行は、国内基準を採用しております。なお、平成17年度以前は、銀行法第14条の２の規定に基づく平成５年大蔵省告示

第55号に定められた算式に基づき算出しております。

６．連結株価収益率については、当行株式は非上場のため記載しておりません。

７．従業員数は、平成17年度より執行役員を除いております。なお、平成16年度には８名の執行役員が含まれております。　
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　（訂正後）

　 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
（自 平成16年

４月１日
　至 平成17年
３月31日)

（自 平成17年
４月１日

　至 平成18年
３月31日)

（自 平成18年
４月１日

　至 平成19年
３月31日)

（自 平成19年
４月１日

　至 平成20年
３月31日)

（自 平成20年
４月１日

　至 平成21年
３月31日)

＜略＞

１株当たり当期純利益金額 円 24.14 32.27 62.20 41.34 9.30

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額
円 12.47 20.73 43.03 32.24 －

＜略＞

　（注）１．当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．連結純資産額及び連結総資産額の算定にあたり、平成18年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。

３．「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」（以下、「１株当たり

情報」という。）の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。１株当たり純資産額は、企業会計基準適用

指針第４号が改正されたことに伴い、平成18年度から繰延ヘッジ損益を含めて算出しております。

　　また、これら１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５　経理の状況」中、１「(１)連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載してお
ります。

４．平成20年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式を調整した計算により１株当たり当期純利益金額は減

少しないので、記載しておりません。

５．自己資本比率は、期末純資産の部合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。

６．連結自己資本比率は、平成18年度末から、銀行法第14条の２の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算

出しております。当行は、国内基準を採用しております。なお、平成17年度以前は、銀行法第14条の２の規定に基づく平成５年大蔵省告示

第55号に定められた算式に基づき算出しております。

７．連結株価収益率については、当行株式は非上場のため記載しておりません。

８．従業員数は、平成17年度より執行役員を除いております。なお、平成16年度には８名の執行役員が含まれております。　

　　　

　(2) 当行の当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に係る主要な経営指標等の推移

　（訂正前）
回次 第85期 第86期 第87期 第88期 第89期
決算年月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 平成20年3月 平成21年3月

＜略＞

１株当たり当期純利益金額 円 24.03 33.06 55.34 41.89 25.16

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額
円 12.41 21.22 38.28 32.65 19.86

＜略＞

　（注）１．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．純資産額及び総資産額の算定にあたり、平成19年３月から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

３．１株当たり純資産額は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が改正されたこと

に伴い、平成19年３月から繰延ヘッジ損益を含めて算出しております。

４．第89期（平成21年３月）中間配当についての取締役会決議は平成20年11月14日に行いました。

５．「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」（以下、「１株当たり

情報」という。）の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。

　　また、これら１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５　経理の状況」中、２「(１)財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しておりま

す。

６．自己資本比率は、期末純資産の部合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。

７．単体自己資本比率は、平成19年３月から、銀行法第14条の２の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算

出しております。当行は、国内基準を採用しております。

　　なお、平成18年３月以前は、銀行法第14条の２の規定に基づく平成５年大蔵省告示第55号に定められた算式に基づき算出しております。

８．株価収益率については、当行株式は非上場のため記載しておりません。

９．従業員数は、第86期より執行役員を除いております。なお、第85期には８名の執行役員が含まれております。　
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　（訂正後）
回次 第85期 第86期 第87期 第88期 第89期
決算年月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 平成20年3月 平成21年3月

＜略＞

１株当たり当期純利益金額 円 24.03 33.06 55.34 41.89 10.38

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額
円 12.41 21.22 38.28 32.65 －

＜略＞

　（注）１．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．純資産額及び総資産額の算定にあたり、平成19年３月から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

３．１株当たり純資産額は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が改正されたこと

に伴い、平成19年３月から繰延ヘッジ損益を含めて算出しております。

４．第89期（平成21年３月）中間配当についての取締役会決議は平成20年11月14日に行いました。

５．「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」（以下、「１株当たり

情報」という。）の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。

　　また、これら１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５　経理の状況」中、２「(１)財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しておりま

す。

６．第89期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式を調整した計算により１株当たり当期純利益金額は減少し

ないので、記載しておりません。

７．自己資本比率は、期末純資産の部合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。

８．単体自己資本比率は、平成19年３月から、銀行法第14条の２の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算

出しております。当行は、国内基準を採用しております。

　　なお、平成18年３月以前は、銀行法第14条の２の規定に基づく平成５年大蔵省告示第55号に定められた算式に基づき算出しております。

９．株価収益率については、当行株式は非上場のため記載しておりません。

10．従業員数は、第86期より執行役員を除いております。なお、第85期には８名の執行役員が含まれております。
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　　　第５　【経理の状況】

　　　　１【連結財務諸表等】

　　　　(1)【連結財務諸表】

　　　　　 【注記事項】

　　　　　　（１株当たり情報）

　（訂正前）

　 前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 円 186.00 181.65

１株当たり当期純利益金額 円 41.34 24.09

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円 32.24 19.05

（注）１．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。　

　 前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益 百万円 17,609 11,063

　普通株主に帰属しない金額 百万円 2,134 2,045

　　うち定時株主総会決議による優先配当額 百万円 1,067 1,022

　　うち中間優先配当額 百万円 1,067 1,022

　普通株式に係る当期純利益 百万円 15,474 9,017

　普通株式の期中平均株式数 千株 374,356 374,356

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益調整額 百万円 522 433

　　うち定時株主総会決議による優先配当額 百万円 261 216

　　うち中間優先配当額 百万円 261 216

　普通株式増加数 千株 121,900 121,691

　　うち優先株式 千株 121,900 121,691

　　　２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　　　　＜略＞
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　（訂正後）

　 前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 円 186.00 181.65

１株当たり当期純利益金額 円 41.34 9.30

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円 32.24 －

（注）１．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。　

　 前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益 百万円 17,609 11,063

　普通株主に帰属しない金額 百万円 2,134 7,580

　　うち定時株主総会決議による優先配当額 百万円 1,067 1,022

　　うち中間優先配当額 百万円 1,067 1,022

　　うち配当優先株式に係る償還差額 百万円 － 5,535

　普通株式に係る当期純利益 百万円 15,474 3,482

　普通株式の期中平均株式数 千株 374,356 374,356

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益調整額 百万円 522 －

　　うち定時株主総会決議による優先配当額 百万円 261 －

　　うち中間優先配当額 百万円 261 －

　普通株式増加数 千株 121,900 －

　　うち優先株式 千株 121,900 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

　

－ 第一回第一種優先株式

（発行済株式数65,000,000株）

　なお、上記優先株式の概要は、第

４ 提出会社の状況「１ 株式等の

状況」に記載のとおりでありま

す。　

　　　２．なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当連結会計年度は潜在株式を調整した計算により１株当たり当期純利益金額

は減少しないので、記載しておりません。

　　　３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　　　　＜略＞
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　　　２【財務諸表等】

　　　　(1)【財務諸表】

   　　　　【注記事項】

　 　　　　（１株当たり情報）

　（訂正前）

　 前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 円 180.14 176.87

１株当たり当期純利益金額 円 41.89 25.16

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円 32.65 19.86

（注）１．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。　

　 前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益 百万円 17,815 11,464

　普通株主に帰属しない金額 百万円 2,134 2,045

　　うち定時株主総会決議による優先配当額 百万円 1,067 1,022

　　うち中間優先配当額 百万円 1,067 1,022

　普通株式に係る当期純利益 百万円 15,681 9,419

　普通株式の期中平均株式数 千株 374,356 374,356

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

 当期純利益調整額 百万円 522 433

　 うち定時株主総会決議による優先配当額 百万円 261 216

　 うち中間優先配当額 百万円 261 216

 普通株式増加数 千株 121,900 121,691

　 うち優先株式 千株 121,900 121,691

　　　２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　　　　＜略＞
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　（訂正後）

　 前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 円 180.14 176.87

１株当たり当期純利益金額 円 41.89 10.38

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円 32.65 －

（注）１．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。　

　 前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益 百万円 17,815 11,464

　普通株主に帰属しない金額 百万円 2,134 7,580

　　うち定時株主総会決議による優先配当額 百万円 1,067 1,022

　　うち中間優先配当額 百万円 1,067 1,022

　　うち配当優先株式に係る償還差額 百万円 － 5,535

 普通株式に係る当期純利益 百万円 15,681 3,884

 普通株式の期中平均株式数 千株 374,356 374,356

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益調整額 百万円 522 －

　　うち定時株主総会決議による優先配当額 百万円 261 －

　　うち中間優先配当額 百万円 261 －

　普通株式増加数 千株 121,900 －

　　うち優先株式 千株 121,900 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

　

－ 第一回第一種優先株式

（発行済株式数65,000,000株）

　なお、上記優先株式の概要は、第

４ 提出会社の状況「１ 株式等の

状況」に記載のとおりでありま

す。　

　　　２．なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当事業年度は潜在株式を調整した計算により１株当たり当期純利益金額は減

少しないので、記載しておりません。

　　　３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　　　　＜略＞　
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